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「パチンコ機特許プール事件」再考(*)

田中 悟(神戸市外国語大学)

林秀弥(名古屋大学大学院法学研究科)

1.問題の所在

1997年に公正取引委員会は、有力なパチンコ機製造メーカー10社がパチンコ

機に係る特許権等を集積したパテントプールを形成し、集積された特許権等の

新規参入業者へのライセンス許諾を拒否することを通じて、パチンコ機製造販

売市場における市場競争を実質的に制限したとして、上記 10社とパテントプー

ル会社で、ある(株)日本遊技機特許運営連盟(以下日特連と略す)に対して、独占禁

止法 3条前段(私的独占の禁止)を適用して勧告審決を行ったら同審決において

は、上記 10社と日特連が結合・通謀して参入を排除する方針を採り、この方針

に基づいて行った制限的なライセンス許諾契約2の実施が競争の実質的制限を

招いたことが認定され、上記方針とこの方針に基づく制限的なライセンス許諾

契約の排除措置が行われたのである。

公正取引委員会によるこの審決は、いわゆる「パチンコ機特許プール事件J

として知られており、わが国においてパテントプールに対して競争政策上の法

的措置が採られた最初のケースである3。また、この事例は私的独占が問題とさ

(*)本稿は日本学術振興会科学研究費補助金による助成研究(研究課題「技術的相互連関と企

業の R&D戦略に関する総合研究J(基盤研究(A)/課題番号:19203015)の成果の一部であ
る。助成に対して、記して感謝申し上げたい。パチンコ機をめぐる技術の状況やパテント

プールの実際の運用に関しては、旧日特連常務取締役であった神谷督次氏から貴重なお話

しを伺い、資料(後述の「事情聴取資料j並びに「日特連報告書J)の提供を受ける機会をい
ただいた。また、パチンコ機器製造産業の歴史的経緯に関して首都大学東京の韓戴香氏よ

り貴重な助言を受けた。これらのご好意に対して心より御礼申し上げたい。

1 [" (株)三共ほか 10名に対する件J(公正取引委員会平成9年(勧)第 5号)

2被審人らが採用・実施したライセンス許諾契約に対する制限は、実際には次のようないく

つかの要素から成り立っていた。①ライセンスの実施者は既存のパチンコ機製造メーカー

によって構成される日本遊技機工業組合(以下H工組と言う)会員に限定された(実施者の限

定条項)、②実施者に対して製造されるパチンコ機の低価格販売が禁止された(乱売禁止条

項)、③上記の低価格販売の禁止の実効性を高めるためにパチンコ機にライセンス実施を示

す証紙の貼付を義務づけると共に、パチンコ機の生産量・価格に対する報告義務を課した(証

紙に関する条項)、④実施者の商号・標章・代表者・役員構成等の営業状態の変更があった

場合の届け出と承認を求め、承認が得られない場合に契約解除できる旨を規定した(営業状

態の変更に関する条項)。このうち、参入排除に大きな効果を及ぼした条項は①④のそれで

あった。

3また、本件は、いわゆる共同ボイコットについて競争の実質的制限を認めた事例としても

貴重な先例を提供している。本件の他に共同ボイコットについて競争の実質的制限を認め
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れた事件であったが、少なくとも当時においてはわが国における私的独占事案

は少数に留まっていたから、この点においても画期的な事例とされてきた。こ

のため、この事件は独占禁止法や産業組織論のテキストにおいても、しばしば

引用されるリーディングケースとなってきたのである。

事件が持つ重要性の故に、既に法学分野からはこの事件に対する多数の評釈

が行われてきた4。それらの評釈を通じて、上記事件に対する審決をめぐって法

学的な論点、が指摘されたのである。これらの論点は以下の 4点にまとめること

ができょう。第一に、被審人らによって採用されたライセンス契約における制

限がいくつかの要素から成り立っていたために、市場競争の実質的制限が何を

通じて行われているかが独禁法の解釈上大きな論点となったという点である。

すなわち、被審人らが採用した制限的条項のうち「実施者の限定条項Jや「営

業状態の変更に関する条項J(実質的な参入排除手段)のみで市場競争の実質的制

限が成立するのか、あるいは他の条項の効果(パチンコ機製造販売市場の非競争

性)が要件として必要なのかという論点である。第二の論点は、上記事件の処理

が独禁法 3条前段ではなく、むしろ独禁法 3条後段(不当な取引制限(カルテル)

の禁止)として行われるべきで、はなかったかという点である。実際、制限的なラ

イセンス契約が有力なパチンコ機製造メーカー10社による結合・通謀を通じて

実施されてきたから、この事件が 3条後段違反として処理される可能性は十分

考えられるのである5。第三に、審決においては排除措置として参入排除の方針

とこの方針に基づく制限的なライセンス許諾契約条項の破棄が求められている

が、この措置が競争性の回復のために十分であったか否かという論点が存在す

る。この事件において、ライセンス許諾契約の拒否を通じて参入排除が可能に

なったのは、被審人らが保有する特許権等がパチンコ機の生産にとって極めて

重要なものであったからに他ならない。それ故、ライセンス許諾契約における

結合・通謀を通じた制限的条項の排除だけでは競争性の回復を達成するのに十

分でなく、むしろプールされた特許権等の強制実施許諾が必要であったのでは

なし、かという論点がそれである。第四の論点は審決が採った独禁法 23条(知的

財産権の正当な行使に係る適用除外規定)の解釈をめぐる論点である。審決では

被審人らの採った行動が知的財産権の正当な行使と認められず、それ故23条の

適用除外に相当しないと判断されたのであるが、どのような場合に知的財産権

た事例として、 8条 1項 1号違反とした日本遊技銃協同組合事件(東京地判平9・4・9)があ

る。この事件におけるにおける組合員の市場占拠率合計は 100%近くであった。

4この事件に関する法学的観点からの評釈については、根岸(2000)、荒井(1997)、村上(1998)、

渋谷(1997)、稗貫(1998)、江口(2002)、谷原(1998)を参照。また、『公正取引JJ572号(1998

年6月号)に収載された「座談会:最近の独占禁止法違反事件をめぐって」も有益である。

5実際、審決と並んで既存の市場競争を非競争的にしている制限的条項に関しては独禁法 3

条後段に違反するおそれがあるとして、日工組並びに日特連に対して警告が行われている。
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の正当な行使と見なされないのかが重要な論点として提起されたのである。

こうした評釈はこの事件の意義に対する我々の理解を深めるのに寄与した一

方で、公正取引委員会が認定した事実それ自体に対しては明示的な検討を加え

ていない。このため、どのような理由で参入排除の方針やパテントプールが形

成され、これらがどのように変遷してきたのかに遡った検討がなされていない。

加えて、市場支配力の形成とその市場競争への効果の判断に極めて重要な意味

を持っと考えられる、集積された特許権等の内容に対する分析も行われていな

い状況にある。さらに、上記事件に対する審決文がわずか 10頁であり、審決文

中に事実を裏付けるデータが利用可能でないことやパチンコ機製造業界をめぐ

るデータ自体の利用可能性が低いことから、筆者らの知る限り経済学分野から

も同審決に係るケーススタディは行われていない。

本稿は、いわゆる「判例評釈」ではない。伝統的な判例評釈の場合、裁判所

なり公正取引委員会の事実認定を所与とした上で、そこから一般的なルールや

基準を抽出し、その妥当性を検討していく作業である。そこでは、条文の解釈

論が主眼となる。しかし、本稿では、その基準の前提となる事実認定の妥当性

それ自体を検討対象とする。ここに本稿の大きな特色がある。すなわち、本稿

の検討対象とするパチンコ機特許プール事件では、どのような事実が重視され、

あるいは重視されなかったか、その事実認定は客観的にみて正しかったのか。

これらを経済学的手法を用いて検証するのが、本稿の目的であり、そのことを

通じて、この事件を「事後検証Jするのが、本稿の役割である。というのも、

パチンコ機特許プール事件で、は、審決を一つの契機としてパテントプールの解

散に至った6。しかしこのことが、かえって、その後のパチンコ機市場の競争状

況に有意な影響を及ぼした可能性が否定できないとも思われるからである。競

争当局の介入の影響を事後的に検証することは、今後のパテントプールをめぐ

る競争政策の在り方を考察する上で重要であると考える。

以上から本稿では、このような従来の分析が行ってこなかった点を明示的に

考慮して、パチンコ機プール事件が持つ意味と意義について再検討を加えるこ

とにする。具体的には、従来の分析の射程外であったパテントプーノレの形成・

運用をめぐる歴史的な経過を跡づけた上で、パテントプールの内容をめぐって

特許データベースを用いた分析を行うことを通じて、本審決に対する新たな考

察を行うことにする。

続く第 2節では、この業界でどのような経緯の下で、パテントプールが形成さ

れることになったのかを簡単に紹介する。第 3節で、はパテントプール形成後の

プーノレ運用とその変遷について紹介し、どのような背景で、パテントプールの運

6審決後の 1999年に日特連は清算され、審決が問題としたパテントプールは解散された。

しかし一方で、最近年に再度パチンコ機をめぐるパチンコプール結成の動きがあると言う。
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用を通じた参入排除戦略が実行されたのかについて考察を加える。第 4節では

パテントプールの内容について紹介した上で、特にプール内に集積された特許

権について特許データベースに基づく分析を行うことを通じて、集積された特

許権が持った効果について検討する。第5節では、第 4節以前の考察が「パチ

ンコ機特許プール事件」審決の解釈にどのような意味を持っかを指摘し、本稿

を閉じることにする。

2.パチンコ機をめぐるパテントプールの形成

パチンコ機をめぐるパテントプール自体は、公正取引委員会が審決を行った

時期よりかなり以前から、この業界において形成され運用されてきた。このパ

テントプールがどのような意味と効果を持っかを検討するためには、この業界

においてパテントブーノレがし、かなる理由でどのように形成されてきたのかをみ

ておくことは有益である。そこで以下では、パチンコ機におけるパテントプー

ルがどのような経過と目的を持って形成されたのかを、戦後のパチンコ機市場

の動向に触れながら 7、簡単に紹介しておくことにしよう 80

戦時中に禁止されたパチンコは、終戦によって禁止が解かれると自然発生的

な形で再開され、各地に小規模なパチンコホーノレが建設されるようになった。

1948年に今日のパチンコ機の釘配列の原型となったとされる「正村ゲージJが

開発されると遊技機器としてのパチンコの魅力が飛躍的に増し9、これと共にこ

の業界に対する需要が大きく上昇し、多くのパチンコホール企業やパチンコ機

器メーカーがこの業界に参入する状況が生じた。韓(2005a)によれば、パチンコ

ホール数は 1949年に 4，000軒であったが、 1953年には40，000軒以上に達した

としづ。また、パチンコ機製造メーカー数も 1953年には 100社を超える数に達

していたのである。

しかし、豊国遊機によって考案された「連発式」パチンコ機や「循環式Jパ

7 パチンコ機器やパチンコ産業に焦点、を当てた文献は極めて多数存在するが、その多くは

いわゆる攻略本や換金問題・パチンコ依存の問題・パチンコをめぐる不法行為といったパ

チンコ産業に内在する問題に焦点を当てたものであり、製品・産業の歴史的な動向やその

特徴を包括的に取り扱った文献は意外に少ない。パチンコ機器やパチンコ産業の歴史的経

緯を扱った文献として、神保(2007)、山田・今泉(2002)、アミューズメント総合研究所(1997)、

佐藤(2007)を挙げることができょう。

8韓(2005a)は、経営史の観点からパチンコ機をめぐるパテントプールの形成について詳細

な分析を行った。第 2節の記述は同文献に負うところが大きい。

9 r正村ゲージJがもたらしたインパクトについては、鈴木(2001)、神保(2007)が参考にな
る。
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チンコ機が導入されると 10、パチンコの射倖性が著しく高まるに至った。これに

伴い、「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(以下風営法という)J

の違反事例や暴力団の介入といった社会問題が惹起されることとなった。この

状況に対応して、 1955年警察庁は射倖性を著しく高める連発式パチンコ機に対

する厳しい規制(事実上の連発式ノ〈チンコ機の禁止規制)に乗り出したのである。

当時のパチンコ市場の成長が連発式機械の魅力によって支えられていたため

に、警察庁によるこの規制はパチンコ市場に極めて大きな影響を与えることに

なった。市場需要は急速に低下し、パチンコ市場は大幅な供給超過の状態に陥

り、この市場では極めて大きな市場縮小が生じたのである。実際、市場の縮小

は大規模なものであり、韓(2005a)によるとパチンコホール数は約 40，000軒

(1953年)より約 9，000軒(1957年)に急減し、パチンコ機製造メーカーの数も

1950年代の後半を通じて半減することになったのである。

こうした市場縮小の過程で、パチンコ機の市場においては 2つの重要な問題

が発生した。パチンコ機をめぐる大幅な超過供給は、パチンコ機械の価格を大

きく低下させることになったが、この価格低下が 1952年に導入されたパチンコ

機器に対する物品税の不払い問題と機器の乱売問題という第一の問題を発生さ

せることになった。 1952年に導入された物品税をめぐっては、パチンコ機製造

メーカー側と行政当局との聞に紛争が生じたこともあり、物品税を納付するこ

となく著しく低い価格で機器を販売する行為が頻発したのである。それ故、 1958

年にメーカー側と行政当局との訴訟がメーカー側の敗訴として確定した後には、

この問題は全パチンコ機製造メーカーが共通して取り組むべき問題となったの

である。

さらに、第二の問題として、この時期のパチンコ機器をめぐる特許権関連訴

訟の頻発を挙げることができょう 11。当時とりわけ重要であったのは循環式機器

の機械的機構をめぐって豊田遊機が保有したパチンコ機に係る基本特許であっ

た120 この特許は循環皿を網羅した広範なもので、当時普及していた13パチンコ

機がこの特許を迂回することは困難であった。このため、豊国遊機は許諾無し

10当時のパチンコ機は 1球ごとに手で玉を込める仕組み(単発式と呼ばれる)であった。連

発式は皿に入れた玉を機械的機構を用いて連続的に発射可能にしたものである。また、発

射される玉を入れる皿に入賞球が入る仕組みを循環式と言う。

11 この時期の主要な特許紛争に関しては、韓(2005a)、第 1表を参照。

12パチンコ機製造に大きな影響力をもたらしたものとして前述の「正村ゲージ」が存在す

るが、発明者が技術を開放して権利主張を行わなかったために紛争が生じることはなかっ

た。

13当時のパチンコ機製造メーカーにおいては、知的財産権に対する意識は相対的に希薄で

あったとされる。このため、他社開発の技術を許諾無しに転用・利用して模倣製品を生産

することはしばしば行われていたという。
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で技術利用を行っているメーカーや類似特許を保有するメーカーとの間での多

くの特許紛争を行うことになったのである。こうした紛争のプロセスは、パチ

ンコ機製造メーカーに、知的財産権に対する意識を高める一方で、紛争を防止

しながらこれらの権利を管理・調整する仕組みの必要性を意識させることにな

ったのである。

パチンコ機製造メーカーが直面したこの 2つの問題の解決に当たっては、一

方で物品税納付の、他方で知的財産権管理の実効性のあるモニターを行うこと

が必要不可欠であった。これらのモニタリングの主体として、日特連が任意団

体として 1959年に、パチンコ機製造メーカーの業界団体となる日工組が 1960

年に設立されることになった14。すなわち、パチンコ機をめぐる知的財産権の管

理・調整を行う目的で結成された日特連は、当時の有力な特許を購入ないしは

委託を通じて収集し、パチンコ機製造メーカーに実施許諾を行う業務を開始し

た。一方で、日工組は物品税納付を促進し機械価格の乱売を防止する目的で、

物品税納付済証を発行し組合員が製造したパチンコ機器にこの証紙を貼付する

よう求めたのである。しかし、実効性のあるモニタリングが行われるためには、

こうした 2つの組織による別個の活動だけでは十分ではなく、この 2つの組織

による連携が必要で、あった15。このため、 1961年に日特連は日工組会員の出資

を通じて株式会社化されると同時に、日特連が行ってきた業務と日工組が行っ

てきた業務を統合・調整する仕組みが模索されたのである。この仕組みは、日

特連が行う知的財産権の実施許諾業務に組み込まれる形で形成された。すなわ

ち、日特連と実施者による実施許諾契約に制限的条項を付加する形態がとられ

たのである。この制限的条項は、①実施者を日工組会員に限定、②乱売の禁

止と機械価格のモニターに関する条項、③物品税納付と知的財産権実施の許諾

を得たことを示す証紙貼付に関する条項、④営業の譲渡は 3親等以内の親族に

限るとの条項から成り立ち、公正取引委員会による審決が問題としたいくつか

の要素から成る制限的なライセンス契約の原型が、このような経過を経て形成

されたことが理解できるのである 160

3.パテントプールの運用とその変化

14 日工組は、当初中小企業等協同組合法に基づいて設立されたが、 1963年に現在の形態に

改組された。

15加えて、モニタリングの実効性を高めるためにはパチンコホーノレ企業との連携も必要で

あり、この時期にパチンコホーノレ企業から成る業界団体との連携も行われた。

16脚注2を参照。
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(1) 1970年代におけるパテントプール運用の変化

1960年前後に形成された上記の仕組みは、パチンコ機製造メーカーが直面し

ていた問題を解消する巧妙なモニタリング手法として機能した。韓(2005a)が明

らかにしたように、こうした仕組みの運用一一従って日特連によるライセンス

許諾業務とそれに伴う監視業務一ーを通じて、上述の物品税問題(価格安定問題)

や知的財産権管理に係る問題は次第に解消していったのである。それ故、形成

されたパテントプールの運用は、ほぼ変化することなく 1960年代を通じて継続

することになった。

当時の日特連によるパテントプールの運用は、日特連による情報の収集に基

づきパチンコ機製造に係る重要な知的財産権を、インサイダー・アウトサイダ

ーの双方より購入または実施業務の委託を通じて収集し、こうして収集した知

的財産権を 1年ごとに更新される実施許諾契約を通じて日工組会員である実施

者に実施するというものであった。それ故、組織形態上の観点からは、この当

時の日特連は典型的なパテントプール運営企業として活動していたと考えるこ

とができる 170

しかし、 1970年前後に 2つの制度的変化が日特連やパチンコ機製造メーカー

の経済行動を変化させることとなり、これに伴いパテントプールの組織形態上

の変化が生じ、パテントプールの運営も変化するに至った18。こうした変化をも

たらした第一の制度的変化は 1969年の風営法の改正であった。既述したように、

1955年以降事実上「連発式」パチンコ機の製造が禁止され、各パチンコ機製造

メーカーはこの規制の下で製品を開発・製造することを強いられてきた。 1969

年の風営法改正に伴う警察庁通達では、パチンコ機にかかる規制を 1分間の発

射球を 100発以内、入賞球に対する景品球を 15玉以内とする限り、他の機構を

問わないとするものであったから、この規制改正はパチンコ機製造メーカーの

製品開発の可能性を大きく開くもので、あった190

第二の変化は、 1971年に特許法が大幅に改正され、出願公開制度が導入され

た点である。出願公開制度は特許出願後 18ヶ月を経た際に出願内容を公開する

ものであるが、公開後の出願人による特許侵害に対する警告を認容するもので

あったから、特許権者の権利は相対的に強化されると共に特許権をめぐる紛争

の増大が予想される状況となった。

こうした 2つの制度的変化は、いずれもパチンコ機に係る知的財産権を強化

17パテントプールの実際の組織形態に関する紹介と考察については、加藤(2006)が参考に
なる。

18 1970年前後に生じた制度的変化とパテントプーノレの変遷については、韓(2005b)を参照。
本節の既述は相当程度同文献に依拠している。

19 1973年に電動式パチンコ機が解禁されたが、後述するように、この規制緩和もまたメー
カーの製品開発の可能性を開いた重要な要素であった。
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する方向に作用したから、パチンコ機をめぐる知的財産権の保有者はこの権利

強化の流れを意識して、権利調整組織である全国遊技機特許権利者協会(全権協)

を設立するに至った。全権協は、その参加企業の保有に係る特許権等を選定し

て日特連に特許権管理(実施契約の管理・ライセンス料の配分)を委託する業務を

行ったから、実質的にはパテントプールと同様の機能を果たすことになった。

従来の日特連によるパテントプールが主としてアウトサイダーや退出企業が保

有する知的財産権を主体としていたから20、全権協の設立とその特許権の選定・

委託は、パチンコ機をめぐるパテントプールを、内容の側面においても組織の

側面においても、日特連所有特許を主体としたものと有力な知的財産権を保有

する製造メーカ一保有権利の委託分を並存させたものにしたのである。

ところで、全権協の設立とパテントプールのこうした変化は、各メーカーが

有する特許権問の抵触関係の審査という困難な課題をもたらすことになった。

特許権侵害訴訟や無効審判といった司法的な判断に委ねることなく、こうした

課題を解決するためには権利者間での審査と調整の場が必要とされたのである。

1970年代半ばには、こうした審査と調整の場として権利保有メーカー・日特連・

弁理士等が参加する審査委員会が結成されることになった。この審査委員会の

場で権利者が保有する権利間の抵触関係が厳格に審査され21、この場でパテント

プーノレを構成する知的財産権が選択された。こうして選定された知的財産権の

実施許諾と管理業務が日特連に委託されることになったのである。それ故、審

査委員会(従ってその構成メンバー)が、プーノレされる知的財産権の取捨選択・評

価・権利実施の諾否に実質的に関与する役割を演ずることになったのである。

(2)ノミチンコ機製造市場の変化と参入阻止行動

このような形態で運営されるに至ったパチンコ機をめぐるパテントプールに

とって、 1970年代後半から 1980年代前半にかけてのパチンコ機製造販売市場

の大きな変化は、その運営に大きな転機をもたらすものであった。本項では、

この時期のパチンコ機製造販売市場をめぐる急速な環境変化と、その環境変化

に対してパチンコ機メーカー(並びにパテントプール)がどのような対応を行っ

たのかを考えることにしよう。

20韓(2005b)を参照。

21公正取引委員会による事情聴取の要旨をまとめたパチンコ機メーカー側の資料(以下事

情聴取資料と呼ぶ)によれば、審査委員会による審査は毎年ほぼ決まった時期に開催され、

そこではその年に実際に開発・生産された各メーカーのパチンコ機を一堂に集め、各企業

の知的財産担当者・日特連メンバー・弁理士等が立ち会って個々のパチンコ機の知的財産

権への抵触関係がチェックされたと言う。それ故、韓(2005b)が指摘するように、開発・生
産されたパチンコ機の技術利用が先行し、その技術利用の抵触関係が審査されて実施され

る権利の選定や実施料の決定が行われた。
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この時期に生じた第一の環境変化は、パチンコ機の電子化が進行し新たなタ

イプのパチンコ機が開発されてきたという点である。 1973年に警察庁によって

電動式パチンコ機の製造販売が認可されることになったが、これを契機として

パチンコ機それ自体にエレクトロニクス化の波が生じることになった。エレク

トロニクス化の波は新たな種類のパチンコ機の開発・製造を促すことになった

のである。いわゆる「フィーパー機jは、こうした背景の下で登場した新たな

タイプのパチンコ機であった。 1980年に初めて導入されたこの機械は、入賞を

規定する確率プログラムを ROM中に導入した裏機構を有するもので、今日の

パチンコ機の原型となった機械であった。この種の機械の導入が図られること

によって、パチンコ機製造市場は大きな構造変化を経験することになったので

ある。

実際、経済産業省(通商産業省)~工業統計表(品目編)~に基づいて、 1958 年以

降の「パチンコ・スロットマシンJ(2000年以前は「遊技機器J)の出荷額の推

移をグラフ化すると、図表 1のようになる。パチンコ機の出荷額は、この約 50

年間に約 2500倍強に増加しているが、一見して理解できるように、特に 1980

年前後を境に急激な増加傾向を示していることが分かる 220 三共(現SANKYO)

による「フィーパー機」の市場投入が、この時期以降のパチンコ機市場に大き

な構造変化をもたらした姿を観察することができるのである。

この時期に生じた第二の環境変化は、それまで、のパチンコ機の製造に係る重

要な知的財産権が存続期間の満了を迎えるに至ったという点である。既述した

ように、従来のパチンコ機製造に当たって極めて重要な役割を演じた知的財産

権は主に 1950年代前半から半ばにかけて登録されたものであった230 当時の特

許法では特許の存続期間は登録後 17年間と規定されていたから、 1980年前後

にはこの種の知的財産権が相次いでパブリック・ドメイン下に入ることとなっ

たのである。

第三の環境変化は、新しいタイプのパチンコ機の市場投入とその結果もたら

された市場成長が、この市場への第一の参入の動きを表面化させた点である。

実際、 1983年に回胴式パチンコ機の大手製造業者であったユニバーサル販売(現

アノレゼ)は日工組会員であった瑞穂製作所(現ミズホ)を買収することを通じて、

パチンコ機製造に係る重要な知的財産権の実施を得て、この業界に参入しよう

としたのである。

こうした環境変化は、パチンコ機製造メーカーの危機感を醸成するのに十分

22ただし、出荷額の成長率を観察すると 1980年代以降の時期は、それ以前の時期よりも
平均的な成長率が低い傾向にあることが分かる。その意味では、この産業では 1980年代以
降の時期に成熟期に入ったと言えるかもしれない。

23たとえば、前述した豊国遊機が所有する特許権がその代表である。
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であった。前項で触れたように、 1970年代以降の権利強化の流れに呼応して、

関連する知的財産権の評価・実施許諾の諾否に関して、この種の知的財産権を

保有する企業から構成された審査委員会や権利者会議24の役割が大きくなった

が、これらの会議を構成する企業は協調して上の環境変化に対応して、表面化

した参入を阻止・排除するに至った。具体的には、日特連と実施者間の二者契

約であった実施許諾契約を、権利者・実施者・日特連聞の三者契約の形態に変

更すると同時に、瑞穂製作所への実施許諾をライセンス契約中の制限条項の一

つである「営業状態の変更に関する条項」を適用することによって拒否したの

である。これを通じて、ユニバーサル販売による参入の試みは排除されること

となったのである。

こうした参入の排除措置に加えて、パチンコ機製造メーカーや日特連は、上

述した環境変化に対応して、パテントプールにより多くの重要特許等を集積さ

せることを通じて、将来予想される参入に対して技術的な参入障壁を高めよう

とする行動を採った。実際、公正取引委員会の命令によって日特連が提出した

報告書(以下日特連報告書と呼ぶ)によれば、パチンコ機製造メーカーが日特連に

実施許諾委託を行った知的財産権の実施件数は、図表2のように推移しており、

こうした行動が採られた 1980年代半ば以降ほぼ一貫して増加傾向にあること

を理解することができる。

こうした現実の参入排除戦略の実施や将来の潜在的参入に対する参入阻止戦

略が実行されたにもかかわらず、 1990年代に入ってパチンコ市場の成長が一層

進展するにつれて多くの企業がこの産業に関心を示すことになった。回胴式パ

チンコ機製造業者だけでなく、パチンコ機の周辺機器メーカーやエレクトロニ

クス企業が、この市場に関心を持つに至り、パチンコ機をめぐる技術の開発を

積極的に行うようになってきたのである。後藤・元橋による日本特許データベ

ース(IIP(知的財産研究所)データベース:以下IIPデータベースと呼ぶ)を用いて

25、パチンコ機に係る技術分野(国際特許分類A63F7/00(小遊技動体たとえば、

ボール、円盤、ブロックを用いる室内用ゲーム))へ特許出願を行った法人数(出

願人数)の推移をグラフ化したものが図表 3である。出願人の数は 1990年前後

を境にして急増しており、この時期にパチンコ機に係る技術開発を行う企業の

多様化が急速に進展したことを伺うことができるのである。

24審査委員会や権利者会議は共に、パチンコ機製造に関する知的財産権を保有する企業に

よって構成されていた。前者は上述のように権利聞の抵触関係を審査する場であったのに

対し、後者は各メーカーの経営者級のメンバーによって構成され、権利調整をめぐる重要

な判断を行っていた。

25このデータベースは 1971~2001 年に特許庁に出願さAれた全特許(出願特許 9， 027， 486 件、

登録特許2，618，699件)の主要情報をまとめたデータベースである。このデータベースの詳

細に関しては、 Goto& Motohashi(2007)を参照。
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この種の多様な企業による出願が示唆するように、 1990年以降のパチンコ機

製造市場への参入圧力は次第に大きなものとなってきた。そうした参入圧力の

増大に対して、既存のパチンコ機製造メーカー10社と日特連は、第二の参入排

除措置を実行したのである。公正取引委員会の審決書に見られるように、補給

機製造メーカ一大手のエース電研(1992年)や日工組を自主的に脱退したパチン

コ機メーカー(1995年)に対して、上記 10社と日特連はパテントプールに集積し

た特許権等の実施許諾を、日工組会員に限定していた制限的ライセンス条項を

適用して見送ったのである。

4.パチンコ機ノ〈テントプーノレに関する特許分析

パチンコ機製造メーカー10社と日特連が、パテントプーノレに集積された特許

権等に関して、制限的なライセンス条項を適用して参入企業に対する排除戦略

を実行したのは上記のような背景の下で、あった。こうして採られた参入排除戦

略が実効性を持つためには、パテントプールに集積された特許権等が当時市場

投入されたパチンコ機を製造するために必要不可欠なものでなければならない

であろう。この条件が満たされないときには、集積された特許権等を迂回して

パチンコ機を開発・製造することが可能となり、参入が阻止できなし、からであ

る。

この点に関して、公正取引委員会審決書では「遊技機特許連盟<日特連>が

所有又は管理運営するぱちんこ機の製造に関する特許権等は、ぱちんこ機の製

造を行う上で重要な権利であり、これらの実施許諾を受けることなく、風俗営

業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和 23年法律第 122号)第 20条

第 2項に規定する認定及び同条 4項に規定する検定に適合するぱちんこ機を製

造することは困難な状況にあり、……J26と認定事実を記載しているにとどまっ

ており、なにゆえ集積された特許権等がパチンコ機の製造にとって必要不可欠

なものであったかは必ずしも明らかでない。

加えて、パテントプールが有する競争効果を検討する際に、集積された特許

権等の相互関係は重要な意味を持つであろう。集積された特許権等の関係が代

替的な関係にあるときにはその集積は競争限害効果しか持ち得ないのに対して、

その関係が補完的であるときには権利の集積が効率性を向上させる効果を持ち

うるからである。

そこで本節では、パチンコ機におけるパテントプールに集積された特許権等

26 r公正取引委員会審決書」事実-3(審決書、 p.242)より引用。ただし、< >内は筆者。
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の内容について簡単に紹介した上で、特に集積された特許権がパチンコ機の製

造や開発にどのような意味を持ち、これらの特許権問の関係がどのようなもの

で、あったかを、特許権問の引用・被引用関係を追跡することによって分析する

ことにしよう。

(1)パチンコ機ノ号テントプールの内容とその特徴

既述したように、日特連によって管理運営されたパチンコ機をめぐるパテン

トプールは、日特連自身が保有・集積した特許権等と有力なパチンコ機メーカ

ーによって日特連に管理運営が委託された特許権等の 2種の権利から成り立っ

ていた。日特連報告書によれば、日特連所有特許権等については 1992""'1996 

年の聞に、メーカーより管理運営を委託された特許権等については 1980""'1996 

年の間に、実際に実施者にライセンスされた特許権等のリストが利用可能であ

る。このリストに基づいて、上記期間に実際に実施許諾されたことのある権利

の内訳をみると図表 4のようになっており、この間にライセンスされた権利総

数 191件の 6割強が実用新案権であり、プールされた権利の主体は全体として

は実用新案権であったことがわかる。もっとも、日特連所有の権利(上記期間の

実施権利数 20件)については 70%の権利が特許権であり、日特連所有の権利と

メーカーによって委託された権利との聞には性格の差があったことが伺える。

次に、メーカーによって委託された権利に関して、その所有者分布の状況を

みておこう。パテントプールに集積された権利の所有者は、アレンジボーノレ遊

技機の特許権等を有していた太陽電子(現タイヨーエレック)と部品メーカーで

あると思われる企業(岩塚産業)を除けば、審決被審人 10社であった。これら権

利所有者が保有する権利に係る 1980-----1996年の実施延べ数27は711件で、あった

が、この実施延べ数に対する各企業のシェアをみたものが図表 5である。プー

ル内に集積された特許権の所有者は三共・ソフィア・第一商会・平和・三洋物

産・太陽電子の 6社であったが、そうした企業の権利が全体の 70%強を占めて

いることがわかる。パテントプールに権利を集積した権利者の権利シェアは、

決して均等なものではなく、いわば「強しリ権利者と「弱しリ権利者がプール

内に共存していたのである。

こうした権利者によって集積された権利は、どのような意味を持っていたで

あろうか。この間いを考えるために、ここではパテントプールに集積された特

許権 65件を対象に、この 65件の特許がパチンコ機製造に係る技術分野全体か

27実施許諾契約の締結は 1年ごとに行われたから、プールに集積された特許権等の実施期

間は実際にはまちまちで、あった。ここでのシェア算定に当たっては、特許権が 1年間実施

されたことをもって 1件とカウント(従って同一特許が 5年間実施されれば5件とカウント

される)するような延べ実施数を用いている。
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らみて、どのような特徴を持っているかを分析しよう。 IIPデータベースを用い

れば、各出願特許に関してその特許の引用特許と被引用特許の情報を得ること

ができる。この各特許の引用情報に基づいて、 65件のパテントプールに集積さ

れた特許とパチンコ機製造技術に関する特許34，420件に関して28、その引用数

と被引用数の状況を示したものが図表 6である(左側の表は引用数を、右側の表

は被引用数を示している)。とりわけ、引用数・被引用数の平均値に注目すると、

パテントプーノレに集積された特許は、 1%水準で、有意にパチンコ機関連技術分

野での特許よりも大きな引用数・被引用数を持っていることが分かる。プール

に集積された特許は、平均的には他の特許(従ってパチンコ機の技術開発)とより

強し、結びつきを示しており、その意味で集積された特許はパチンコ機製造技術

分野において重要な意味を持つものであったと言えるのである。

プールに集積された特許の他の特許とのこうした強し1連関性は、どのような

意味で、重要性を持っていたと考えられるであろうか。そこで次項では、プール

に集積された特許の引用関係をより詳細に観察することによって、この間いに

接近することにしよう。

(2)集積された特許をめぐるネットワーク分析

特許情報は専門的かっ高度な技術文献で、あり、そうした情報に専門分野外の

人々がアクセスし、これに対して分析を行うことは極めて困難である。加えて、

そうした特許情報は極めて多数にのぼるから、特許情報それ自体に立ち入って

特許間の連関性を探ることは一般に不可能であると言ってよい。

さて、特許情報にはその特許(新たな技術的知見)を生み出すのに参考にした過

去の特許情報が記載される。すると、そうした形で引用された過去の特許情報

は新たな技術的知見を生み出すベースになったと解釈することができる。そう

した特許間の引用関係を追跡すれば、特許という形態で表現された技術的知見

が他の技術的知見とどのように関連し合っているかを把握することができるの

ではなし1かというアイデアが生じることになる。

Shapiro(200 1)が指摘するように、とりわけ機械系分野においては 1つの財を

生産するに当たって様々な部品を必要とするが、そうした個々の部品に対して

多くの技術が利用されるために、そうした財の開発・生産を行うために企業は

「特許の薮(patentthickets)Jをくぐり抜ける必要がある。パテントプールは、

この種の「特許の薮Jによって引き起こされる問題29を解消させる一つの装置と

28パチンコ機製造技術に係る特許として、国際特許分類A63F7/00の技術分野を対象にし
ている。なお、プールに集積された 65件の特許権は全てこの技術分野での特許権となって

いる。

29 Shapiro(2001)が指摘したように、こうした「特許の薮」は利潤を最大化する企業の合理
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して機能する可能性を有する。もっとも、一方で、パテントプールはそれ自体企

業間の協調の問題やプールに集積された特許権を背景とした独占化の問題を引

き起こす可能性を持つから、パテントプール自体が有する競争効果を分析する

ことは極めて重要な課題となる。それ故、そうした競争効果を評価するために

は、上述のような技術的知見の聞にし、かなる連関性が見られるかを把握する必

要があることになる。

Clarkson(2005)は、この種のパテントプールにおける集積特許間の連関性を

特許の引用関係のネットワークとして捉え、そうしたネットワークの「濃度J

として「特許の薮jの態様を評価し、これを通じてパテントプールが持つ意味

を把握しようと試みた300 こうした試みは「特許の薮Jから生じる問題を解消さ

せるパテントプールの競争効果を把握することに必ずしも成功していないが、

特許権から成るネットワークを考えた上でそのネットワーク内での特許引用関

係に着目した点は傾聴に値する。そこで以下では、パチンコ機に係るパテント

プールに集積された特許権を中心にしながら、いくつかの特許ネットワークを

構成し、そのネットワーク内での引用関係に注目することによって、集積され

た特許権がどのような意味を持っていたかについて分析しよう。

前述のように、パチンコ機をめぐるパテントプールには 65件の特許権が集積

されていた。そこで、この 65件の特許権から成るネットワークを考え、そのネ

ットワーク内部で、の(従ってプールに集積された特許権問の)引用関係の態様を

みてみよう。 IIPデータベースを用いて、 65件の特許権の被引用・引用関係の

データを抽出しそれらの結びつきの状況を可視化すると図表 7のようになる。

図表 7では、番号が付された点で65件の特許を示しており、特許権問の引用関

係が矢印で表現されている。そこでは、矢印の根本側の特許権が矢印先端部に

ある特許権を引用しているのである。可視化されたグラフから、以下のような

特徴を抽出することができょう o

まず第一に、毒島氏出願に係る特許(番号24)を山崎(小松)氏31・波田野氏に係

る5件の特許(番号 10'"'-'14)が引用しており、これらの特許権で表現される技術

知識が一一引用関係からみる限り一一一相互に密接に関連していたと考えられる

的行動を通じた外部性の問題(たとえばHeller& Eisenberg(1998)による iAnti"commons 

の悲劇」の問題)や取引費用の増大の問題(たとえば特許紛争の処理費用の増大)を引き起こ

すことになる。

30彼はネットワーク内での実際の引用数と引用可能な場合の数の比をネットワークにおけ

る引用濃度と定義し、いくつかのネットワークの引用濃度を比較検討することによって「特

許の薮Jの状況を把握しようと試みた。

31小松幹夫氏出願に係る特許(特許 1585718)は、公開特許公報においては発明者・出願者

共に小松幹夫氏となっているが、特許公報においては発明者小松幹夫氏・出願人山崎舜平

氏となっている。「事情聴取資料Jでは、この特許は山崎特許として引用されているので、

以下では山崎氏に係る特許として引用することにする。
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点、である。これらの特許はいずれも入賞球の検知と払い出し球の制御に係る電

子的手段に関連した技術であるが、以降のパチンコ機の開発や生産に大きな影

響を与えた重要な技術であると考えられる。実際、毒島氏による特許は三共に

よって日特連に委託される形で、パテントプールに集積された一方で、山崎氏・

波田野氏による 5件の特許はこれら個人によって日特連に専用実施権が設定さ

れる形で集積されたものであり、これら 6件の特許がパチンコ機のパテントプ

ール内で果たした役割は大きかったと予想されるのである。

第二に、上記 6件の特許権を除けば、集積された特許権問の引用関係は比較

的単純なものであるという点である。図表 7が示しているように、プールに集

積された特許の大多数はこのネットワーク内では引用関係を持っていない。ま

た、引用関係を持っている場合にも、それらは 2特許間での直線的な引用関係

一一しかもその多くは自己引用であるーーを示すに過ぎない。この点は、プー

ルに集積された特許の多くが、パチンコ機を構成する様々な部品に関連したも

のであっただろうことを示唆している。しばしば、機器を構成する個々の部品

それ自体は他の部品と独立したものであるから、こうした部品相互間には直接

的な形での技術的連関は現れないと考えることができるからである。それ故、

図表 7で示されたこの特徴は、この種の部品から成り立っている機械の特徴を

示すものと理解でき、その意味で集積されたパテントプールは、パチンコ機を

構成する各種部品にかかる権利を幅広く集積したものであったと推測すること

ができるのである。

もっとも、パチンコ機を構成する多数の部品それ自体に係る新たな知見は、

他の部品の技術的状況にも影響を与え、パチンコ機全体の開発・生産に大きな

影響を与えるであろう。部品開で生じるこうした影響の相互作用がパチンコ機

をめぐる技術全体に「特許の薮」を形成するのである。そこで、この点を確認

するために、集積された 65件の特許権に加えて、この 65件の特許と直接関連

する特許(65件の集積された特許を直接引用するか、 65件の集積された特許か

ら直接引用されている特許)から成るネットワーク(Clarksonの言う"snowball

sample")を考えよう。この 276件の特許から成るネットワーク内での引用関係

を可視化したものが図表 8である。明らかに、黒い点で表現されたプールに集

積された特許の多くは、白い点で表現されたプール外の特許を介して互いに密

接な関係を有しており、「特許の薮」と呼びうる状況を形成していることが見て

とれるのである320

32 とりわけ、注目に値するのは図表8中の中央部で、多数の引用関係を持つ三共による特許

(番号31:特許 1878467r遊技機の制御基盤J)であろう。プールに集積された特許から成
るネットワークにおいては、この三共の特許は引用関係を持たない孤立点であったが、図

表8のネットワークにおいては集積されていない特許を介して多くの集積された特許と間
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多数のパチンコ機製造技術に係る特許権の「薮Jの中で、プールに集積され

た特許権はどのような意味を持ったであろうか。この点を考察するために、パ

チンコ機製造技術全体の中で、重要と考えられる特許権を抽出し、これらの特許

と集積された特許権との関係を探ることによって問題に接近することにしよう。

後続の特許によって多数の引用を受けている特許権は、後続の発明に大きな影

響を与えたと考えられるから、多数の引用を受けている(被引用数の多し、)特許権

は、その技術分野において重要な意味を持つ特許で、あると考えることができょ

う。そこでここでは、パチンコ機製造技術中で被引用数が多い特許上位5%の特
許33を、重要な特許と見なして分析を進めよう。ネットワークを単純なものとす

るために、この重要な特許のうちプールに集積された特許を直接引用している

ものを抽出し、これらの特許と(これらの特許に直接引用された)プールに集積さ

れた特許から成るネットワークを考えよう。このネットワーク内での引用関係

を可視化したものが図表 9である。

図表9よりプールに集積された特許のうち、4件の特許がこの技術分野での重

要特許と密接な関係を有しているが、以下の 2点は重要な意味を持っと考えら

れよう。第一に、この 4件の特許がパチンコ機製造技術に係る重要特許を介し

て、パチンコ機の開発・生産に大きな影響を与えたであろうという点である。

とりわけ、山崎氏に係る特許(番号:24)や三共による特許(番号 :31)は、それを

引用している重要特許を介して極めて多数の特許(技術開発)に影響を与えたの

である340

第二のより重要な点は、パチンコ機製造に参入を企図したユニバーサノレ販売

やエース電研による特許(技術開発)が、プーノレに集積された特許を直接引用して

いる点である(山崎氏に係る特許を引用する特許群を参照)。この点は、これらの

企業がパチンコ機に係る技術開発を行いながら技術を蓄積し市場への参入を企

図した一方で、その技術開発は既にプールに集積された技術(特許権)をベースに

行われたものであり、集積された特許権の実施を得ること無しに開発の成果を

市場に投入することは困難であったことを意味している。既述したように、こ

れらの企業に対してパチンコ機製造メーカーと日特連は共同でライセンス実施

許諾を拒否したのであるから、こうした既存メーカーの行為は参入を抑止する

のに実際に実効性を有していたと考えることができるのである。

接的な形で、連関性を持っている。

33正確には、パチンコ機製造技術分野において、引用を受けていた特許の合計数は 7，405

件で、あった。ここでは、被引用数9以上の特許 377件(上位 6.47%)を重要特許として抽出

した。

34実際、三共による特許(番号:31)は重要特許を介して少なくとも 88件の技術開発に、山
崎氏による特許(番号:10)は79件の技術開発に間接的影響を与えている。
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5.結語

本稿においては、わが国における私的独占事件のリーディングケースである

「パチンコ機特許プール事件Jを取り上げ、この事件をめぐってパテントプー

ル形成の経緯・運用の変遷に立ち返って、どのような背景の下でパチンコ機製

造メーカーが参入排除戦略を採るに至ったのか、また、プールに集積された特

許権はどのような意味において参入排除戦略に実効性を持たせたのかについて

詳細な分析を行ってきた。そこで最後に、前節までの議論が公正取引委員会に

よる審決の理解にどのような意味を持つのかを考察することによって本稿を閉

じることにしよう。

まず第一に、上の議論は、公正取引委員会による審決が必ずしも明らかにし

てこなかった参入排除戦略の実効性を考察する際に新たな視点を形成しうる点

を挙げることができょう。第 4節で詳述したように、パチンコ機の製造をめぐ

ってパテントプールに集積された知的財産権の少なくとも一部のものは、実際

に後続のパチンコ機の開発・生産を行っていく上で必要不可欠のものであり、

そうした知的財産権のライセンス拒絶が参入排除の実効性を極めて大きなもの

にしたのである。公正取引委員会による審決はその意味で結果的に正当なもの

であったと考えられるが、その評価は前節のようなプロセスを踏んで初めて明

らかとなるのである。

加えて、前節の議論は、とりわけ公正取引委員会によって採られた排除措置

を考える際に、新たな視点を提供するものとなるかもしれない。前述したよう

に、ライセンス拒絶を通じてこの市場への参入を排除されたユニバーサル販売

やエース電研は、プールに集積された知的財産権をベースにしながらパチンコ

機の開発・製造を行おうとした。これらの潜在的な参入企業が決定的に依存す

る知的財産権が少数であるときには、その知的財産権を有する企業による単独

のライセンス拒絶もまた参入排除戦略の実効性を高めるかもしれない。公正取

引委員会による排除措置は被審人らによって採られた共同のライセンス拒絶の

みを排除するものであったから、こうした単独のライセンス拒絶が実効性を持

っときにはその排除措置自体の実効性が大きな問題となりうるのである。

第二に、上の議論は、競争の実質的制限に対する新たな理解を促すように思

われる。審決では、パチンコ機の製造販売市場からの「排除」だけでなく、パ

チンコ機製造販売市場内部で、の競争への悪影響を問題にしているからである o

この点については、従来より独禁法上下記のような学説の対.立があった。

競争の実質的制限は、通説によれば「市場における価格その他の取引条件を

支配する力(市場支配力)の形成・維持・強化」とされるが、『流通・取引慣行ガ
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イドライン』によれば、共同ボイコットによって、「取引を拒絶された事業者が

市場に参入することが著しく困難となり、または市場から排除されることとな

ることによって、市場における競争が実質的に制限される場合Jには不当な取

引制限となるとされている。その具体例として、「価格・品質面で優れた商品を

製造し、または販売する事業者が市場に参入することが著しく困難となる場合

文は市場から排除されることとなる場合j等が列挙されている。この列挙事例

はいずれも「取引拒絶がある場合に、そうでない場合と比較して、関連市場に

おける商品の価格や品質に影響が及びそうな場合Jであると見ることができる 350

これに対して、学説の中には、競争相手の競争活動を排除し、参入を妨害で

きるような地位を市場の開放性と呼び、それを妨げることのできる地位を市場

支配力の別個の類型(市場閉鎖型市場支配力)と考える見解がある。この学説で

は、市場の開放性を妨げることそれ自体をも市場支配力の概念に含めて競争の

実質的制限と考えるべきとするのである。

本稿の分析結果からは、パテントプール内部で、の競争制限が現出しているこ

とが見て取れ、審決の認定を裏付ける結果となっている。具体的には、パチン

コ機をめぐって形成されたパテントプールの実施許諾契約においては、プール

形成当初から競争制限的な条項(たとえば乱売禁止条項や証紙に関する条項)が

制定され、これが一定の競争上の効果を長期間にわたってもたらした点を挙げ

ることができょう。この意味で、上述の分析は、これまで多数の論者が行って

きたこの事件の法学上の評釈に対しても新たな論点を提示しうるのである。

もっとも、残された課題は多岐にわたっている。第一に、パテントプールの

競争効果を考察するために必要不可欠な技術開の代替性・補完性に関する測

定・分析方法は上記のような分析を通じても明らかにされていない。第二に、

パチンコ機パテントプールにおいて採用された制限的ライセンスにおいて個々

の制限条項がどのような競争効果をもたらしたのかについても、必ずしも明ら

かでない。こうした諸課題への接近については他日を期したい。

35金井・川演・泉水(2008)、p.74参照。
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図表 1 パチンコ機の出荷額(名目値)の推移
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年

(注)2000年以前は「遊技機器J、2001年以降は「パチンコ・スロットマシン」の数字

である。

(出所)経済産業省(通商産業省)W工業統計表(品目編)Jl

図表2 実施された知的財産権の総数の推移

(パチンコ機製造メーカー委託分)
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年

(出所)日特連報告書より作成。
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図表 3 パチンコ機製造技術分野における出願法人数の推移

250 

訴 200

-< 150 
唄
瞳 100

坦 50

O 

ー」原注入数|

srtsdtdぷbdpdP16子、、、、、、ヘヘ、、l');
年

(注)・国際特許分類A63F7/00における出願を対象とした。

個人による出願並びに共同出願を除く、法人による単独出願のみを対象

としている。

(出所)IIPデータベースを用いて、筆者が作成。

図表4 パテントプーノレに集積された権利内訳

許

5
同

特
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匠

切民叫
意

3

実用新

121 
63% 

(注)各権利名称、の下部の数字は権利数であり、パーセンテージはパテントプールに

占める比率を示している。

(出所)日特連報告書より作成。
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図表5 パテントプール内で、の権利者シェア

その他の被審
人企業

14% 

共有・被審人

外企業

13% 

三共

ソフィア

14% 20% 

(注)その他の被審人企業は京楽産業・マルホン工業・ニューギン・奥村遊機・豊丸

産業 5社の合計、共有は複数の企業の共同所有の権利、被審人外企業には太陽電

子・岩塚産業の権利を算入している。

(出所)日特連報告書より作成。

図表6 引用関係からみたプール特許の特徴

引用数
プール特 パチンコ機関連

許 特許

被引用 プール特 パチンコ機関連|

数 E午 特許

標本数 65 34420 標本数 65 34420 

最小値 o o 最小値 O 

最大値 5 19 最大値 45 

平均値 1.3077 0.6269 平均値 2.7385 0.5922 

中央値 。 中央値 o 

尖度 1.0054 3.8138 尖度 4.8274 8.3508 

標準偏 標準偏

差
1.4353 1.4728 

差
6.6925 1.9972 

Z 3.0209 z 2.5837 
一一一一

(出所)日特連報告書並びにIIPデータベースを用いて筆者作成。
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図表7 パチンコ機パテントプールに集積された特許聞の引用関係

(注)番号は各特許権に付された識別番号である。ネットワーク内で引用関係を持って

いる特許に関する出願人・特許番号の詳細は下記の通りである。

番号 5:宮山技研(特許 1616364) 番号 6:富山技研(特許 1616366)

番号 10:小松幹夫(特許 1585718) 番号 11:波田野明夫(特許 1781844)

番号 12:波田野明夫(特許 1781845)番号 13:波田野明夫(特許 1781846)

番号 14:波田野明夫(特許 1781847)番号四:ソフィア(特許 1862455)

番号20:ソフィア(特許 1695827) 番号 22:三共(特許 1655562)

番号 23:三共(特許987845) 番号24:毒島邦雄(特許 1048079)

番号26:三共(特許 1641690) 番号 30:三共(特許 1678272)

番号 34:三洋物産(特許 1803365) 番号48:三洋物産(特許 1421864)

番号 60:大一商会(特許 1782763) 番号 63:太陽電子(特許 1820463)

(出所)日特連報告書並びに IIPデータベースを用いて筆者作成。
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図表8プールに集積された特許に係る"snowballsample"ネットワーク

(出所)日特連報告書並びに IIPデータベースを用いて筆者作成。

25 



図表9 プールされた特許と重要特許との関係

(注)図中黒丸はプーノレに集積された特許、自丸はプーノレに集積されていない重要特許を示

す。また、各特許に付されている記号は出願人名/その特許の被引用数である(なお、

出願人名の"Joint"は共有特許)。また、プーノレに集積されている特許に関しては、最初

に図表 7や 8と共通の番号を付している。

(出所)日特連報告書並びに IIPデータベースを用いて筆者作成。
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